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１．はじめに 

地域の中で自立した生活を営むためには，移動

手段の確保は欠かせない．現在，老化による歩行機

能の衰えなどから，外出が困難になっている人が増

えている．これらの人に対応した，よりきめの細か

な交通サービスの整備が求められている． 

通常の公共交通機関を利用できない高齢者等に

特別に配慮した交通システムは，スペシャル・トラ

ンスポート・サービス（以下，STSとする）と呼ば

れているが，交通計画において明確な位置付けがな

されていないのが現状である． 

高齢者の介護を社会全体で支えるため，2000年4

月より介護保険制度が施行された．これが契機とな

り，要介護高齢者の外出機会の増加が期待される．

すなわち，STS需要量に大幅な増加が見込まれるた

め，需要を把握していく必要がある． 

２．研究の目的 

 これまで，障害者以外にSTS利用者として考えら

れる要介護高齢者を対象とした研究は少なく，藤井

ら１）により秋田県鷹巣町において要介護度別に外

出状況が把握されている．また，筆者ら２）により

要介護者とその家族である介護者を対象とした意識

調査から，要介護高齢者のSTS需要とその効果につ

いて検討されている．しかし，「要介護度」は日常

生活全体から認定されるものであり，正確にSTS需

要を把握することは困難であると考えられる．そこ

で本研究では，新しい概念として“外出移動におけ

る身体困難の程度”（＝移動能力）を用いて，今後

のSTS需要に関して考察することを目的とする． 

３．調査概要 

既存の研究のデータ２）を参照するため，東大阪

市の要介護高齢者を調査対象とした．調査方法は介

護保険事業者を通じて，要介護高齢者のことをよく

知る家族，ケアマネージャー，もしくはホームヘル

パーにアンケート調査を依頼し，外出移動における

身体状況を評価していただいた．表１に調査概要と

個人属性を示している．アンケートでは，以下の２

つを把握する． 

(1) 要介護高齢者の外出状況 

 調査項目は，外出時の介助者の有無，門前までの

室内移動の可否，１ヶ月あたりの外出日数，利用交

通手段，交通機関を利用しない理由，などである． 

(2) 要介護高齢者の身体状況（移動能力） 

本研究の移動能力とは，STS や公共交通を利用

する時に必要となるであろう動作を 5段階で評価し

たのものであり，具体的な動作は以下の６項目とし

た．これらの動作を調査する調査票は日常生活動作

（ADL：Activities of Daily Living）の概念を取り入

れ独自に作成した．ADL とは「誰もが毎日繰り返

し行う身の回りの動作（self care）」のことを意味

し，身体機能に障害を持つ人の機能的活動をより客

観的に測定するものである．しかし，ADL には交

通機関の利用などの生活関連動作は直接含まれてい

ない． 
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そこで，それらの６項目について，要介護高齢

者の身体状況を家族，ホームヘルパー，もしくはケ

アマネージャーに評価していただいた． 

1）起き上がり動作 



2）自宅内の歩行動作 (2) 外出時の介助者の有無 

3）自宅から 200m以内の歩行動作 図１に外出移動における介助者の有無を示した．

要介護2より重度になると，介助の必要性が大幅に

高くなる．また，要支援と要介護１は，約４割が外

出において介助を必要としない． 

4）自宅から 200m以上の歩行動作 

5）屋外での段差昇降（2～3段）の動作 

6）車（セダン型）への移乗動作 

各項目別に5段階（0～4点）にわけて評価し，その

合計点数（24点満点）を「移動能力」とする．各項

目の動作評価の基準は表２のとおりである．なお，

屋外での歩行で200mと設定したのは，タクシーと

バスの中間交通であるコミュニティバスのバス停間

隔に配慮したためである． 

(3) 公共交通機関の利用状況 

図２に各公共交通機関の利用状況を示した．こ

こでは，介助者付きで利用している交通手段を設問

した． 

要介護度が重度になるにつれ，STS である介護

タクシー，福祉タクシー，福祉移送サービスの利用

率が高まっている．また，要介護度が比較的軽度な

要介護 1・2 でも STS の需要がある．なお，どの交

通手段も利用していないのが，67 名（33％）いた． 
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STSを利用していない理由としては，「サービスを

知らない」，「予約が面倒」，「料金が高い」，

「家族送迎がある」が多かった． 
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４．調査結

4．1 要介護

 ここでは

に分析した
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要介護高

表３に示し

め，外出日

介護度では

以上外出し

 外出目的
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表１ 調査概要・個人属性 
平成 15 年 11 月 

要介護高齢者（東大阪市） 

介護保険事業者を通じて，家

族，ホームヘルパー，ケアマネ

ージャーにアンケート調査を依

頼 

数 配布 242 回収 214 回収率 88% 

 男性:34% 女性:66% 

 
40～64 歳:6% 65～74 歳:23%

白 75 歳以上:71% 
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表２ 動作評価の基準 
動作 

具など不要で，一人でする 
具など用いて，一人でする 
くを補助具に頼り，介助者は一部手を

程度である 
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者の外出状況 

介護高齢者の外出状況を要介護度別

を示す． 

目的 

の１ヶ月あたりの平均外出日数を

要介護５は寝たきりの状態が多いた

少ないと考える．それより軽度の要

れぞれ平均して１ヶ月あたり 10 日

る． 

くは，通院，通所，買い物であり，

の目的は少ない． 
 

表３ 平均外出日数（一ヶ月あたり） 
要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５
図１ 外出移動における介助者の有無 
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図２ 利用交通手段（複数回答可） 



4．2 要介護高齢者の移動能力  

ここでは，調査から得られた「移動能力」と要

介護度の関係について分析結果を示す． 
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図４ 移動能力からみたバス利用者の割合

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

0～5点 6～10点 11～15点 16～20点 21～24点

N=42 
 

要支援

要介護1

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5

全体

図３ 移動能力からみた電車利用者の割合

 N=91 

図５ 移動能力からみたタクシー利用者の割合

(１) 公共交通機関の利用状況と移動能力 

電車利用者と移動能力の関係を図３に示した．

全体として移動能力が 16～20 点で約 3 割，21～24

点では約 5割，合せると電車利用者の 8割以上の人

の移動能力が 16点以上であった． 

図４に同じくバス利用者の結果を示した．電車

利用者と同様に移動能力はバス利用者の 8割の人が

移動能力 16点以上であった． 

つまり電車，バス利用ともに同等の移動能力を

有し比較的高い点数が必要であることがわかった． 

次に図５に同じくタクシー利用者の結果を示し

た．6～10点，11～15点での利用も多く，電車，バ

スに比べると，移動能力の低い人でも利用している

ことがわかる．また，移動能力の高い人も利用して

いる． 

(２) STS の利用状況と移動能力 

図６に要介護度と移動能力の分布を示し，また

マスを黒く塗りつぶした部分がSTS利用者である．

 STSの利用状況を要介護度別でみると概ね「要支

援」以外は利用していることがわかる．同様に移動

能力でみると0点～最高の24点までの人が利用して

いる．今回は移動能力の高い痴呆高齢者がSTSを利

用していたケースが存在したため一概には言えない

が，概ね20点以下の人にとって有効な交通手段であ

ると考えられる． 

(３) 移動能力と要介護度 

移動能力と要介護度の関係をみると，要介護度が

重度になるにつれ，概ね移動能力も下がっている．

しかし，同じ要介護度の中でも，移動能力にかなり

ばらつきが生じている． 
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図６ 要介護度別にみた移動能力分布（１マス１人を表す  STS 利用者）  



５．まとめ 
本研究では，要介護高齢者の現在の外出状況と

需要を考察するために新しい概念として要介護高齢

者の“移動能力”を把握した．それらをまとめると

ともに需要把握のための考察を以下に行う． 
(1) 既存の調査結果と要介護高齢者の交通手段 

既存の研究２）において，要介護高齢者の意識調

査から，電車・バスでは介助者がいれば約半数の人

が利用可能であった．また福祉タクシーでは，約 9

割の人が利用できることを把握している．しかし，

今回の調査結果から，電車・バスなどの公共交通機

関はほとんど利用されておらず， STS である介護

タクシーや福祉タクシー，福祉移送サービスについ

てもあまり利用されていないことがわかった．要介

護高齢者の交通は，必要不可欠な目的（通院・通所

など）が多くを占め，その移動手段は施設の送迎サ

ービスや家族送迎に頼っているため，公共交通機関

をあまり利用していないと考える．利用意識と現状

とにずれが生じており，今後これらの要因を明らか

にする必要がある． 

(2) 移動能力からみた需要 

 電車・バス利用においては比較的高い移動能力が

必要であることがわかった．今回の結果からは利用

者の約 8 割が 16 点以上であった．つまり，移動能

力が 16 点以上であれば電車・バスが利用できる可

能性が高いと考えられる． 

 タクシーにおいては移動能力が低くても利用でき

ることがわかり，概ね 6点以上であれば利用できる

と考えられる． 

 STS では，タクシー同様，移動能力の低い人から

高い人まで利用していることがわかった．電車・バ

スが利用することが困難であると考えられる移動能

力が 15 点以下の人が需要層であると考えられる．

しかし，今回の調査対象場所ではコミュニティバス

などが運行されていなかったため，今後これらも調

査する必要があると考えられる． 

６．考察 

介護保険制度における要介護度と外出移動にお

ける身体困難の程度には，概ね相関があるものの，

同じ要介護度の中でも移動能力にばらつきがあるこ

とが確認できた．要介護度は，日常生活のなかで介

護にかかる時間に応じて，認定されるしくみになっ

ている．つまり，いくつかの生活活動（食事，排泄

など）を総合して評価するので，同じ要介護度の中

でも，移動能力に差が生じたと考える． 

また，要介護高齢者の外出状況から，要介護度

が比較的軽度でも，STSの需要があることがわかっ

た．これらより，介護保険制度の要介護度そのもの

だけでは，要介護高齢者の移動能力を把握すること

ができないため，STSの需要を推定することが困難

であると考える． 

今後，STSの需要を把握していくためには，外出

移動するうえでの ADLが必要であると考える． 
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